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２７ 多文化共生社会づくりの推進について 

                    （財務省、内閣官房、内閣府、文部科学省、厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景） 

○ 人口減少時代を迎える中で、地域の活力を維持するためには、我が国のあるべき将来像

を踏まえた上で、外国人全般を対象にした受入れや日本社会への適応に向けた施策の方針

を示す必要がある。 

○ 本県は、日本語指導が必要な外国人児童生徒が全国最多である。このような状況の中、

本県では、プレスクール実施マニュアルの策定などを全国に先駆けて行うとともに、平成

２０年度に地元経済界、企業等と協力して造成した日本語学習支援基金を平成２８年度に

再造成し、地域をあげて外国人の子どもたちの日本語教育を支える体制づくりを継続して

いる。また、「外国人児童生徒等による日本語スピーチコンテスト」を毎年開催し、成果を

あげていることから、国においてはこうした事業の全国大会を開催されるなど、日本語学

習の促進に努められたい。 

○ 永住者資格で在留する外国人が増加傾向にあり、外国人がこの地域で生涯暮らしていく

という視点から、一定のコミュニケーションが図れる日本語能力の水準が求められる。 

○ 外国人は日本語能力や職務経験が十分でないことから、失業した場合の再就職が困難に

なりやすいため、雇用の安定に向けた取組や、外国人技能実習生を含めた外国人の就労環

境の適正化に向けた取組を引き続き進める必要がある。 

○ 本県では、医療機関等の依頼に応じ通訳派遣などを行うシステムを運営しているが、通

訳利用料は患者及び医療機関等の負担、通訳者の育成に係る費用は県及び市町村の負担と

なっている。外国人患者受入環境の整備にあたっては、医療通訳に係る費用を診療報酬点

数に組み込むなど生活者としての外国人に配慮した仕組みをつくる必要がある。 

【内容】 

(1) 中長期的な視点に立った、外国人全般の受入方針及び外国人の日本社会

への適応に向けた施策に係る体系的・総合的な方針を策定すること。 
 
(2) 外国人の子どもに対する教育の充実に向け、プレスクール（就学前の初

期指導）の促進、不就学の外国人の子どもの就学の促進などを図ること。 
 
(3) 地域社会の一員として自立した生活を円滑に送ることができる程度の日

本語能力を習得できるよう、外国人に日本語学習の機会を提供する公的な

仕組みを構築すること。 
 
(4) 外国人の雇用の安定に向け、就労に必要な日本語等の研修や、日本語能

力に配慮した職業訓練を引き続き実施すること。また、労働関係法令の遵

守の徹底を図るなど、外国人労働者の就労環境の適正化に向けた取組を引

き続き進めること。 
 
(5) 外国人が安心して医療等を受けられるよう、医療言語人材（通訳者）の

育成や活用方法について、本県等の運営する既存の仕組みに配慮したもの

とするとともに、適切な社会保険の適用を促進すること。 

＜「人が輝くあいち」＞ 
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（ 参 考 ） 

 
◇ 日本語指導が必要な外国人児童生徒数  （平成 28年 5月 1日現在、単位：人） 

 小学校 中学校 高等学校等※ 合 計 

1 愛 知 県 5,049 1,959 269 7,277 
2 神 奈 川 県 2,509 873 565 3,947 
3 東 京 都 1,564 814 554 2,932 
4 静 岡 県 1,739 647 287 2,673 
5 大 阪 府 1,067 835 373 2,275 
その他の道府県 10,228 3,664 1,339 15,231 

合 計 22,156 8,792 3,387 34,335 

出典：文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」 

※高等学校、中等教育学校及び特別支援学校の計 

 

◇ 外国人住民数の推移（各年 12月末現在、単位：人 [ ]内は全国での順位） 

 平成元年 平成３年 平成１１年 平成２０年 平成２８年 

全 国 984,455 1,218,891 1,556,113 2,217,426 2,382,822 

愛 知 県 66,629 [4] 98,363 [3] 127,537 [3] 228,432 [2] 224,424 [2] 

 

ブラジル 1,626 [3] 24,296 [1] 41,241 [1] 79,156 [1] 51,171 [1] 

中 国 4,477 [7] 6,711 [7] 13,940 [4] 46,167 [4] 46,283 [5] 

そ の 他 60,526 67,356 72,356 103,109 126,970 

出典：平成元年、３年は法務省「出入国管理統計年報」、平成１１年、２０年は法務省「登録外国人 

     統計」、平成２８年は法務省「在留外国人統計」 

※平成 2年：出入国管理及び難民認定法の改正法の施行。 

 

◇ 外国人労働者数と派遣・請負事業者の比率 （平成 28年 10月末現在、単位：人・％）   

 外国人労働者数※１ 
 

構成比 
うち派遣・請負事業者※２［比率］ 

1 東  京  都 333,141 69,030[20.7] 30.7 
2 愛  知  県 110,765 34,065[30.8] 10.2 
3 神 奈 川 県 60,148 11,559[19.2] 5.5 
4 大  阪  府 59,088 8,834[15.0] 5.5 
5 静  岡  県 46,574 22,115[47.5] 4.3 
その他の道府県 474,053 100,500[21.2] 43.8 

合 計 1,083,769 237,542[21.9] 100.0 

出典：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」 

※１特別永住者及び在留資格｢外交｣･｢公用｣の者を除く。 

※２労働者派遣・請負事業を行っている事業所に就労している外国人労働者のこと。 


